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　　　　　　　　　　　　　　　【要　約】

　日本 の 環境NGO は 欧米 に比 べ
、 政 治 的影 響 力の点等で 異な る とい う指摘が

こ れ まで に もな され て きた 。 そ うい っ た中、本稿で は、個 々 の 環境NGO 活 動

の ケー ス ス タディ
ーで は な く 、

「NGO を通 じた市民の 環境保全活動全体 の 傾

向」 とい っ た 点 に つ い て 、 日本の 環境 NGO の 発展過程 を欧米 と比 較す る こ と

に よ り分析を行っ た 。 欧米の 環境 NGO は大 き く分けて 伝統的な 「自然保護運

動」 と 、 1960 −70 年代か ら始ま っ た、汚染 ・リサ イ クル 等の 問題 も扱 う政治

性の 強 い 「新環境運動」 の 流れ （主 義 ・理 念）に影 響を 受 け る形 で 発展 して

きた 。 日本 にお い て は公 害 問題 に 始 ま る独 自の 環境保全 運 動 の 流れ の 中 、 日

本 固有 の 政治 ・経済 ・社会 ・環境的要 因に規定 され つ つ 環 境 NGO は 発展 を と

げ 、 独特の 特徴 を呈す る こ と とな っ た 。 そ の 結果 、 全体 的に 日本の 環境NGO

（ま た は 日本 にお ける NGO を通 じた 市 民 の 環境保全活動）に は 、生活環境 の

問題 に取 り組 む 「生活 系」 の 団体が 多く 、 また特定地域 内で 活動す る ロ ー カ

ル な 団体 が 多 い 。 こ うい っ た特徴 は また 、 日本の 政治文化や 会員数 ・意思 決

定 メ カニ ズム ・設 立過程な どの 組織 的特徴 と もあわせ て 、日本の 環 境 NGO が

政治的な活動 よ り も、実践 的な活動 を指 向す る傾向を も た ら して い る こ とが

分か っ た。
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1， は じめ に

　1990 年代 に 入 り、 環境 NGO の 活躍は
一

層顕著な もの に な っ た 。 1992 年

の 国連環境開 発会議 （地球サ ミ ッ ト）に は 1400 以上 の NGO が 参加 して 国際

交渉 に対す る影響 力を示 し、 また地球温暖化防止京都会議 （1997 ）に も 200

以 上 の 環境 NGO が 参加 し 、 そ の 様子は 各 メデ ィ ア で も大 き く取 り上 げられ 、

人 々 の 環境NGO に対す る関心 を喚起 した。日本 に お い て は特 に、阪 神大 震災

か ら特定非営利活 動促進法 （NPO 法）成立に い た るまで の 、
　 NPO ・NGO 全体

へ の 関心 の 高ま りと も重な っ て 、環 境NGO の 重要性 に つ い て の 認 識 も深 ま り

つ つ ある 。

　 しか し日本 にお い て はそ の 独 自の 環境NGO の 発展過程か ら、 そ の 現状 は欧

米 と異 な る点 も多 い 。例 えば活 動 形態 の 面 につ い て言 えば、公 害期の 住 民運

動の 活 躍や 多くの 活 発 な 団体の 存在に もかか わ らず 、 日本の NGO は しば しば

他 の 先進 諸国 と比 べ 、全体 的にみ て ロ ビイ ング ・訴訟 ・抗議活 動 ・意思決 定

メカニ ズム へ の 参加 ・メデ ィ ア の 注 目度等の 点か ら政治 的影 響力の 点で 弱い

と認識 され て い る （Maull （1992）；Mason （1999）等）。そ の 説明 の 際に し

ば しば用 い られ る の が、会員数の 規模 で あ る 。 確か に人 的等 の 資源動 員力の

観点 に加え 、 会費に よ っ て 団体 の 活動 ・運営 費を調達で き る とい う こ とは 、 環

境保全の 問題 を第一 義的に 、 自立 した 形で 活動 を継続で き る とい う こ とで あ

り、 重要で あ る 。 実際 に イ ギ リス の 調査 （Lowe ＆ Goyder 、 1983 ＞や 今 回

日本で 行 っ た ア ン ケー ト調査 （後述）結果 に お い て も会 費は各環境NGO の 第

一
の 主要 な財源で あ っ た よ う に、 会員数は NGO に と っ て 大 き な意 味 を持つ

（図 1） 1
。 こ の 点 に つ い て 比較 して み る と 、 米国 で は例 えば全米野 生生物連

盟 （National・Wildlife・Federation）が 一
団体で 400 万 人 以 上 もの 会員に よ っ て

支え られ て い る （National　Wildlif6　Federation，1999）の に対 して 、 日本の 最

大 手 の 環境 NGO で あ る 日本野鳥 の 会の 会員数は 約 5 万 人で あ り、環境 NGO

総 覧 にお い て 「環 境保 全活 動 が主 目的」 と答えた 約 1500 団体の 延 べ 会員数

は 75 万 4403 人
2 で ある （環境事業 団 、 1998 ）。 しか し 、 Rainforest　Action

Network 等 の 先進国 の NGO や 、 途上 国 に お け る 多 く の NGO の よ うに 、 多 く

の 会員 を持た な くて も国際的に活躍する NGO が 存在す る こ とか ら も、そ れ以

外 の 様々 な視点 を含 めて 考察す る こ とも必 要で あ ろ う 。

　 こ の よ うな背 景 をふ ま え、本 稿の 目的は、日本 にお け る NGO を通 じた 市民

の 環境保全活動の 現状 につ い て 全体の 傾向 ・特徴 を 、 環境NGO の 大部分が 設

立 さ れ た 1970 年代以 降 の 動 きに 焦点 をあて 、 欧米の 事例 を参考 に 、 調査 ・

分析 を行 うこ とに ある 。 特 に欧米 と比較 して 、 日本の 環境 NGO は 「実際に ど

う い っ た方法で 環境問題 に 取 り組 も うと して い る の か 」（活動形態）、「どの よ
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うな分野 で ・どれ く らい の 範 囲で 活 動を行 っ て い るの か」 （活 動分野 ・範囲）

とい う点 に関 して 、 そ の ような傾向 を もた ら した 経緯 ・要 因は何だ っ た の か

（発展過程）とい う観点 を通 して 分析 を行 い 、そ の 特徴 の 一 面 を捉 える こ とを

試みて い る。 な お本稿は 、 環境 NGO の個 々 の 活動事例 に焦点を あて た定性的

な ケ ース ス タデ ィ
ー で はな く、日本の 環境NGO の 「全体の 傾 向」及 びそ れ に

影響 を与 えた 社会 の 動 き につ い て 、 定量的 な もの を中心 に、 定性 的な ア プ

ロ ー チ も活用 して 分析を行 っ て い る 。

　本稿 にお い て は、 まず 「2．用 語の 定義 と調査 の 概要」 を次 に示 し、 「3，環

境 NGO の 発展過程と現状」 にお い て 、 欧米と 日本の 環境 NGO の 70 年代以

降の 発 展過 程 を比 較 し、「4．日本 の 環 境 NGO の 発展 過 程 と活 動 の 特徴 」 にお

い て 環境NGO の 設 立促進 要因の 観点か ら、 日本の 環境 NGO の 発展過程 を 分

析 し 、 そ の活動分野 の 広 が りや 活 動形 態 の特徴 に つ いて 検討す る 、 と い う手

順に沿 っ て 考察 した い 。

■ メン バ ーからの会 費

ロ 物晶 阪亮・貴愈 運用 などに

よる収入

■ 政 府助成 虚

昌 政府委託金

■ 書付会

甌 民闇助成金

陽昃問委託金

● 民 聞企 叢のス ポンサーシ・ン
プ〔協力・後 擾）

N ＝ 74 （複数回答 含む）

（ア ンケ ー ト結果 よ り作成）

図 1 各 NGO の 収入 源と して も っ とも大き い と して あげ られた もの

2 ．用語の 定義と調査の 概要

　本稿 にお け る分析 を行 うに あた っ て 、 新た に環境 NGO の 定義 づ け を以 下の

様に行 っ た 。

　NGO は広 義に は 「公 益的な活 動 をする 非政府組織」 と して 、 も と も と は米

国 の税制上 の 区 分で あ り非営利 団体 の 総称で ある 「NPO 」的 に広 く捉え られ、

定義が曖昧な ま ま議論 され つ づ け て い る場 合 も多 い 。 そ れ に伴 い 、 多 くの

「NGO 」に 関す る 資料 に お い て 政府 ・自治体 の 外郭 団体等 も対象 とす る場合 が

あるな ど、

一
般的 に は NGO として 捉え られて い な い 団体 を含むケー ス があ

る。 「NGO は 環境 問題 を解決す る上 で必 要で あ る」 とい う文脈 にお い て通 常
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「NGO 」に求め られて い る の は 、 政府 ・ 企業等 の 他分野で の 目的遂行を第
一 と

す る組織 か ら独 立 して 、 他 の利害 関係 に と らわ れず に環境保全 を第
一
義的 目

的と 出来る とい う特徴 を活か した活動 にあ り、そ の よ うな 活動が 可 能で ある

団体 を分け て 分析す る こ と も、 研究の 目的か らみ て 必 要で あ る 。

　そ こで 本稿 に お い て は 、 こ れ ま で の 議論 （Potter、 1996 等）を参考に 『環

境 NGO とは、 「個人 レベ ル 」 で 「自発的」 に設 立 され た 「環境保全活動を主

目的 」 とす る 「非政 府 ・非営利 」 の 「組織」 で ある 』 と定義する 。 まず、既

存の 組織 ・団体 （政府機 関 、 私企 業等）に影響され ない 独立 した政治性 とい

うポイ ン トは、NGO の 存在意 義 ともつ な が り、この 点が確保で きる よ うな 団

体で な ければ な らな い （「個人 レベ ル 」、「自発的」、「非政府 ・非営利」の 部分）。

また、環境問題 を扱う団体で も 、 環境保全活動 に第一 義的 目的 をおかず 、 他

の 問題 を主 目的 と して 活 動す る団体 は 、 状況 に よ っ て は環境保全 に と っ て 最

善の 行動 をとる とは限 らない 。 こ の ため環境保全 を第
一

に活動す る団体で あ

る こ とを定義 に含め る 必要 もあ る （「環境保全活動を主 目的」の 部分）。 また 、

ある特定 の 問題 に対処す るべ く作 られ た社会運 動 の 連絡 所 的な 組織 につ い て

も 、 そ の 特性の 違い か ら
一
般に 環境NGO と され て い る 団体 と区別する こ と も

可能で あ り、また 必 要で ある か も しれ な い 。言 うまで もな くこ れ らの 組 織 は

「運動」とい う人 々 の ダイナ ミ ッ ク な動き の 中で 非常に重要な役割を果た した

こ とは 公害期の 多 くの 組織 に よ っ て も証明 され て い る 。 しか し 、 ある
一

定期

間以上 存続 し、団体 と して 確立 され た 「NGO 」 は、幾つ か の 問題 に対 して 継

続して 取 り組み 、 新たな 問題 の 発見 ・ア ジ ェ ン ダ構築を行い 、 深 く幅広 く専

門的な知識 ・経験 を有す る こ とがで き る 。 よ っ て 、 前述 の よ うな特定の 「運

動」 を支える
一

過性 の 組織 とは政治 ・ 社会的役割が異な り、それ が
一

般的 に

環境 NGO の 一
つ の 長所 とも認識 され る か らで ある （Lowe ＆ Goyder　1983，4、

山村 1998 、 6、 他）。

　 この 定義によ り環境 NGO と して 今まで グ レー ゾー ン にあ っ た 、（a）特定私

企業 ・宗教法 人な どによ りフ ィ ラ ン ソ ロ ピ ー
活 動 の

一
環 と して 設 立され た財

団や、 中央 ・地方政府 の 外郭 団体、 （b）環境関連の 学会及び 開発 ・ 人権 問題

等 を主 目的 とす る NGO な どが 除かれ る こ とに な る 。 （a） につ い て は 、
　 NGO

の 比 較優位性 の 源 で あ る 特定企 業や 政府か らの 独立性お よ び 自発 性 の 点、

（b）は環境保全 の 問題 を第一義的 に 扱 う団体か どうか とい う点 に お い て 、 今

回 の研 究の 対象 と して い ない 。 本稿 に おい て 今後 NGO とい うとき 、 また今 回

行 っ た ア ンケー ト ・ 聞き取 り調査は 、 こ の 定義 に よる もの とす る
3

。

　 本稿 にお ける 研究 を行 うに あ た っ て 、 量的デ ー タに 関 して は 、 NGO 総覧

（環境事業団、 1998 ）等の 既存の デー タ を活 用 す る と同時 に、そ れ らを補足
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す る 形で 、新 た に ア ン ケ
ー

ト調査 を実施 した 。 こ の ア ン ケ
ー ト調 査 は 、環境

NGO 総覧の 中か ら本稿の 定義に沿 い
、 また会員数が500 人以 上 ある とする約

190 団体 を対 象に 、 平成 11年の 7 〜 9 月 に か けて 、主 に調査 用紙の 郵送 によ

り行 っ た もの で ある
4

。 また 、 質的調査 に関 して は 、 既存 の 各種文献調査に加

え、NGO に対す る電 話 によ るイ ンタ ビ ュ
ー （平成 11年9月）及び 、イ ン フ ォ

ー

マ ル な もの を含む各種聞き取 り調査を実施 した。

3． 環境 NGO の 発展過程 と現状

　 3 − 1　 欧米 にお ける 70 年代以 降の 環境 NGO の 発展

　欧米 に は環境 保 護 運 動 の 流れ と し て 、 大 き く分けて 伝統 の あ る 「自然保護

運動」
5 と 1960 年代後半か ら 70 年代 にか け て始 ま っ た 「新環境運 動」 （エ コ

ロ ジー運 動 ）とい う 2 つ の 流れが あ り、 各国にお い て そ れ ぞれ の 理 念が環境

NGO の 発展に 大 きな影響を与え て きた 。

　 1960 年代後半 か ら 70 年代 に か けて とい うの はすな わ ち 「『沈黙 の 春』 か

らア
ー

ス デー
まで の 8 年間」 で あ り、そ れ まで の 運 動 と 「新環 境運 動」 の 違

い は 、 前者が 「人間 を除い た環境 に 焦点 をあ て た道義的な改革 運 動」及び 「天

然資源の 合理 的な管理 を重点 に 考え る 功利主 義運 動」か ら成 るの に 対 し、新

環境運動 は 「人間環境全体 に取 り組む もの 」 で 「行動 的で か つ 政治的」 な も

の で あ る点だ と い え る （マ コ ー ミ ッ ク 、 1995 、 56）。
つ ま り、 「新環境運動」

（エ コ ロ ジ ー 運 動） の 出現 に よ り、 環境問題 として 扱 わ れ る 分 野が広 が る

と と もに 、

一層政治性 を獲得 した とい う こ とで ある 。 こ の 変化 は環境運動が 、

イデオ ロ ギ ー的 に 反戦運動や人 権運 動 、 フ ェ ミニ ズム 運動等の 他の 社会運 動

と重な り合い 増幅 した こ と に加 え 、 汚染等 の 公害、エ ネ ルギ ー 問題 （原子 力

等）に も人 々 の 注 目が集 ま り、高 い 政策 レベ ル の 課題 にな っ た結果 、 従来 の

自然保護の 枠 内で は対応 しきれ な くな っ て 起 こ っ た も の で あ る 。

　欧米 にお い て 新環境運 動の 台頭 と共 に 、環境NGO が 扱 う問題 が どの よ う に

幅広 くな っ たか を 、 Lowe ＆ Goyder （1983）の （1 ）Conservation（ll）Amenity

（皿 ）Resourceと い う分類
6等 を参考 に、本稿 の 趣旨を踏 ま えて （1）自然保

全 系、   ）生活 系、 （皿 ）汚染 ・ エ ネル ギー 系 と分 けて 整理 して み よ う。 （1）

は 「自然環境 （生物種 ・生態系） の 保全」 で あ り、動 植物 自然環境の 全般的

な保全か ら 、 ある 特定種 （〜 鳥な ど）の 絶滅対策 （保護）、自然一 般の 愛護活

動 を含 むもの で あ る 。 （JI） は しば しば 「総合快適性」 （酒 井、 1998） 「快適

環境」 （木原 1992 ）と訳 さ れて い る が 、これ は 人 間の 生活 環境 に 関 わ る 問題 、

す なわ ち 「生活系」 の トピ ッ クで あ る とい え る
7

。 （皿）には 多くの 公害問題

（人的 ・物理的被害が あ る もの ）や 、原発 ・代替エ ネル ギー （エ ネル ギ ー 関係）、

一 45一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The International Society of Volunteer Studies in Japan

NII-Electronic Library Service

The 　工nternatlonal 　Soolety 　of 　▽ olunteer 　Studles 　ln 　Japan

野 村 　 康、阿 部 　 治

化学物質 （ダイオ キ シ ン ・
フ ロ ン等）、大気汚染 とい っ た諸問題 及び多 くの 地

球環境 問題が含 まれ る 。 もちろん 、
こ れ が環境NGO の 活動分野の 唯

一
の 分類

法 とい う こ とで はな く、 また これ ら 3 つ の カ テ ゴ リー によ っ て 全 てが 明 確 に

分類 され 得 る もの で もな い が 、 議論を進め る 上で は助け にな るだろ う。 こ れ

ら 3 つ の 活 動分 野別 区 分 を 、 欧米の 2つ の 環境保全運動の 流れ に対応 させ た

もの が 図 2 で あ り、 これ に よ っ て 示 され る 、欧米 に お ける 環境保 全活動の 動

き と環境 NGO の 活動分野の 広が りを参考 に して、次項 （3 − 2）以降で 日本

の 事例 を見て い き た い 。

　 この 図 に 沿っ て 説明する と、新環境運動 に沿 う形 で 環境NGO の 扱う トピ ッ

ク と して 、 かつ て の 保護 （保存 ・保全） の 対象とな る 自然環境の ほか に 、 新

た に 汚染 ・
エ ネル ギ ー （特 に原子 力）の 問題が環境 NGO の 扱 う問題 と して 含

まれ る よ うに な っ た こ とがわ か る 。

　また 生活 系 に つ い て も 、 か つ て は 「生活 環境内の 自然保護」 とい う 、 失わ

れ ゆ く 自然及び 歴史的環境の 保存 ・保全 に よ る 快適性 の 確保 （生活 ・自然環

境 系）が 中心で あっ た 。 それ が リサ イ クル ・ 消費者 問題等 の 主に 都市環境 に

お ける 人 間の ラ イ フ ス タイル に 関連す る 、 人間の 生活活動の 結果生み 出され

る廃棄物等 の 問題の 対処 によ る 快適性 の 確保 （生活 ・ 人間環境系）を含む形

で 、 環境 NGO の 扱 う問題 に 広が りが 出て きた こ とがわ か る 。

図 2　環境 NGO の 活動分野の 分類

　具体的に は 、 新環境運動の 始ま りは 、 欧米に お い て 環境 NGO に どの よ う

な イ ン パ ク トを与 え た の であ ろ うか 。 既 存 の 団体 か らの 分裂 とい う点 にお い

て は 、 ア メ リカで 最も有力な伝統的自然保護団体の 一
つ で ある シ エ ラ ク ラブ

か らの デイ ビ ッ ド ・ブ ラ ウア
ー の 脱退 と彼 に よ る 地球の 友 の 設 立 （1969）、
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また新たな団体 の 創設 とい う点で は、ア ラス カ 沖で の ア メ リカ の 核実験反対

に 端 を発す る 、 グ リー ンピ ー ス の 設立 （1972 （前身団体 は 1969）） とい う

出来事 に 象徴 される
8

。 欧州 に お い て も 、 こ の 2 つ の 代表 的な NGO を は じめ

と して 新 環境運動の 流れ を くむ 団体が急 速 に 勢力 を伸ば して い っ た 。 欧 州 の

環 境政策 に対 する影響 力を持つ 環境 NGO の 連合体 で ある 、欧州環境事務局

（European　Environmenta1　Bureau／EEB ） の 発足 （1974） も、 この 一連 の 流れ

の 上 に 位置 づ け られ る 。 また こ の 様な新 しい 流れ は、既存 の 自然保護 団体 の

政治指向も強め る こ と とな っ た こ と も注 目に値する 。

　こ の よ う に、欧米で は 1960 年代後 半か ら70年代 にか けて の 新環境運動の

高ま りと関連 して 、環境NGO は扱 う問題 を広げ、一 層の 政治性 を獲得 し、80
〜 90 年 代 の 環 境 問題 の グ ロ ーバ ル 化等 の 影響 も うけ て 今 日ま で発展 して き

た 。 そ れ で は 日本の 場合 は どうで あろ うか 。

　3 − 2　 日本 にお け る 70 年代以 降の環 境 NGO の発展 と活 動分 野 （概観）

　欧米に お ける 新環境運動の 出現と同時期か ら、 日本で も環境NGO の 設立数

が 急激 に 増 えて くる 。 図 3に あ らわれ て い るよ うに 、 現 在活 動 を行 っ て い る

環境NGO の 90 ％ 以上 が 70 年代以降に 設立 され て い る こ とが分か る 。 実際

日本 に お い て も 60 年代か ら 70 年代 にか けて 公害が 激化 し 、 反公害運 動や 、

安保 ・反戦運 動な どの 他の 社会 運 動の 存在 が あ っ た。特 に 60年代 か らの 激 し

い 反公害運動 を支え る団体の 活動は現在の NGO 活動の 先駆的存在で あ り 、 そ

の 後 の 環 境 NGO の 成長 の 土 台 を作 っ た と い え る 。 また 、 飯 島 （1996）が 言

うよ うに 、 こ の 時期はそ れ まで の 被害者中心の 反公害運動に 加え て 、非被害

住民を中心 とす る 予防的な静岡県下 にお ける石油化学 コ ン ビナ ー ト進出反対

運動や、被害者にそ れ を支え る地域住 民が加わ っ た新潟水俣病裁判の よ うな、

日本 にお ける環境運動の 歴史に新た な流れ が 出現 した 「転換期」 が訪れ て い

た こ とも指摘 され て い る
9

。

　 と ころ が 上 記の 分類 に 沿 っ て 日本の 環境NGO を活動分野別 に 分類 して み る

と、新環境主 義的な傾向 （特 に政治性 と汚染系の 活動分野 の 面） は さ ほ ど見

られ な い 1° （図 4）。 まず 目に つ くの が実践型で ある 「生活系」 の 団体の 多さ

で あ り 、 新環境主義的な特徴はそ の うちの 生活 ・人 間環境系の 団体数に あ ら

われ る に と どま っ て い る 。 そ の 生活 ・人間 環境 系も生活 ・自然環境系よ りは

少な く 、 政治性 の 強 い 汚染 ・
エ ネル ギー 系の 団体 に い た っ て は ご く少数で

ある 。 会員数の 割合 に 直 して も、 生活系が 60 ％ （うち 生活 ・ 自然環境 系が

34％）、自然保護系が 38％ で 汚染 ・エ ネル ギ ー 系は 2％に とど ま っ て お り、同

様 の 傾向が見 て 取れ る （環境 NGO 総 覧の デー タよ り集計）。 それ で は 日本 に
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お い て は 、 公害 ・大規模 開発 に 伴 う自然破壊等 の 経験 が あっ た に もかか わ ら

ず 、 汚染 ・ エ ネルギ ー 系や 自然保護 系の 団体 に対 して 、 何故 この ように生活

系の NGO が大 きな割 合を 占め る よ うにな っ たの で あ ろ うか 。

団 体 勧

1600140012001000800600oooo4

　
り』

　 　 　 o

　　　　蕊霧翠霧§§羃§§§ま霧§§§蕊

（環境 NGO 総覧を も とに作成）

　　　　 図 3　日本の環 境 NGO ：設 立 時期 （累積）

汚染 ・エ ネル

　ギー
系

自然保全

活系

生活・人間環

　 境系

生活・自然環

　 境系

（環境 NGO 総覧を もとに作成）

　　　　 図 4　日本の環 境 NGO ：取組分野別団体数

4 ． 日本の環境 NGO の 発展過程 と活動の 特徴

　 4 − 1　 環境 NGO の 設立 促進 要因

　環境NGO が 設立され るの には い くつ か の 条件が あ る 。 欧米にお ける 事例な

ど を もと に そ れ らを 「政治 的」 「経済的」 「社会的」 「環境的」 とい う 4 つ の 要

因 に整理 して 、 日本の 当時 の 状況 と環境 NGO の 設立 との 関係につ い て 検討

し、 日本 の 環境 NGO の 扱 う問題 の 傾向 につ い て 考 えて み た い 。
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考察

　 まず は 「政治的要 因」 と して 、 当該国 の 政治 シ ス テ ム が 、非政府団体 の 活

動 に 関 して 与え る 自由度、つ ま り政治機会 の 問題が ある 。 これ には しば しば

日本 にお い て 指摘され る 法 人格取得や 税制上 の 問題 も含まれ る で あ ろ う。 ま

た 政策 面に お い て 、 80 年代 の レ ーガ ン 政権 下で NGO が 発 展 した 例 （諏訪

1996 他）に見 られ る よ うに 、 環境政策が 「悪化」 する こ とに よ り 、 それ に対

する リア ク シ ョ ン と して 環境NGO 活 動 の 発展及びそ れ に 対する 支援の 増加 が

起 こ る 。 こ の 例は また 、「小 さな 政府」化 と い っ た政府の 公的な 活動の 縮小 に

よる NGO の 役割の 拡大に伴 う もの （Potter1996 、 他） とい う、80 年代以 降

の 国 際的な政治的流れ の 中に位置づ ける こ と も出来る 。 また 、ス トッ クホル

ム会議 （1972）等の 政治 的イベ ン トも NGO 活動 を活発にす る
一

つ の 要因で

ある と思 わ れ る 。

　Lowe ＆ Goyder （1983 ） はイギ リス にお ける環境 NGO の 増加期で ある 、

（1）1880 年代中頃〜 （2）第一次 ・ 第二 次大戦 間 （1920 年代 末期）（3）1950

年代後半 〜 60年代 前半 （4） 1960 年代後半 〜 70 年代 前半 に つ い て 、他 の ド

イッ などの 欧米先進国の 例 を取 りい れ なが ら分析 し、 環境NGO の 設 立に影響

を及 ぼす要 因 と して 、 環境運 動の 「内部要素」 と 「外部要素」 を挙げて い る 。

内部要素 に よ る 影響と は 、 既存の 団体の 組織的膠着化 に よっ て 環境関連の 動

き （環境問題 の 質 の 変化 や 担 当行 政部 門の 変更）な ど にっ い て い けな くな り、

そ れ を補 う形 で 新た に環境 NGO が 発足す る と い うも の で あ る 。 こ れ は 「政治

的」及 び 「環境的」要 因に含 まれ るで あ ろ う。 外部要素 とは 「経済的要因」 に

含 まれ る もの で 、 経済発 展 とそ れ に伴 う価 値 観 の 変 化 で あ り、 この 4 つ の 時

期そ れぞ れ が 経済拡大期 の 最終段階に あた り、 人 々 の 可処分所得が増 える こ

とによ り経済発展 の 外部 コ ス トに 対 して 目をむ け るよ うにな り、 非物質的な

価値観が 生まれ、資金的な面 も含めて 行動 する こ とを 可能 に した、 として い

る。 また 「経済的要 因」 には 、 外国の 財 団等か らの 支援の 増加も含まれ る 。

　 「社会的要 因」と して は 、 そ の 国 ・地域 の 人 々 の性質等の 社会 ・文化 的風 土、

前述 の よ うな他 の 社会運 動の 影 響 、 運 動や 組織の 中心 も し くはそ れ を支 え

る人 々 の 変化 （都市化や 学生 人 口 の 変化）、科学 の 進歩 、 教育の 普及等 も挙げ

られ るで あろ う 。

　当然環境NGO の 増加 に は環境問題の 増加 ・ 悪化 ・ 変化等 によ り、 実際 の 物

理 的被害は もと よ り、 そ れ が 多 くの 人 に 「問題」 と して 認識 され る こ とが 重

要で ある 。
「沈黙の 春」の 出版に よ る人々 の 汚染問題 へ の 関心 の 高 ま りは そ の

一例で ある 。 社会学的視点を借 りる と 、

一
般的 に集合的な行動が 取 られ る際

に は、相対 的剥奪論 に み る よ うな 、 個 人で は な く類 似 の 状況 に置かれ た 複数

の 人 が 持つ 「相対 的な剥奪感」 や 、 資源動員論 に見 る よ うな 厂共通の 利 益を
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戦略的に明確 に訴え る 必要性」、及び 「経済や 政治的 コ ン フ リク トに 対する 反

応」 の 存在等が 指摘 され て い る （Princen＆ Finger
，

1994 他）。 それ らを環境

問題に あて は め る と 、 健康被害や 自然破壊 （また は そ の 可 能性） が あ り、 そ

れ らが 「個 人 的ある い は個別的問題 として で はな く、家族、地 域社会 を崩壊

に 至 ら しめる 『被害構造』
… と して 、 あ る い は共 同的な 生活 基 盤で あ る 『コ

モ ンズ』
… の 不 当な破壊 として 認知 され…

、 社会運動 と して の 環境運動が 形

成 され る」 （寺 田、 1998 、 134） と い う こ と にな る 。 こ れ らの 社会運 動 の 高

ま りにつ い て の 指摘は環境 NGO の 増加 に つ い て も 当て は まる で あ ろ う。

　 こ こ で 、 環境 NGO の 設立 ・増加 の た め の 要 因を 整理する と、 （A）政治的

要 因 （行政・体制 ・政策等の 変化、 政治的イベ ン トの 存在 ）、 （B） 経済 的要 因

（経済発展等）、 （C）社会的要因 （他の 社会運 動の 影響、 運動 ・組織を支え る

人 々 の 変化、社会 ・文化的風土等）、 （D ）環境 的要 因 （環 境 問 題 の 増 加 ・質 の

変化 とそ の 認識） とな る 。

　 4 − 2　 日本に おけ る 70 年代以降の 環境 NGO の 発展 と活動分野 （考察）

　 こ れ らの 4 つ の 要 因につ い て 、当時 の 日本 の 状況及びそ れ が 環境 NGO の 設

立 ・扱 う問題 の 広 が りに対 して 与え た影 響 に つ い て 考え て み た い 。 まず 、 （B）

経済的要因 に 関し て み る と 、 日本に お い て は 1950 、60 年代の 急速な 経済成

長 の 後 、 1970年代 に入 る と オ イル シ ョ ッ ク等 の 影響 に よ り経済成長はやや低

迷 して い る 。 しか しそ の 一 方 、 オイ ル シ ョ ッ クは い わ ゆる 省エ ネ指向の 社会、

価 値観 の 台頭 を もた らし生活 ・ 人間環塊系の NGO の 発展 の 引き金 とな っ て い

る 。 言 い 換えれ ば 、50 年代〜 70 年代初め まで の 経済発展 を通 して 、 脱 物質

主 義的価値観 （イ ン グル ハ
ー

ト、 1977）等の 欧米 の 新環境運動 に つ なが る 社

会的要因が （特に 都市部に お い て ）整 っ て い た 時期 にオ イル シ ョ ッ ク とい う

出来事が起 こ り、生活 系の 団体 を中心 と した環境NGO の 成長 を もた ら した と

も考え られ る 。 付け加え るな ら、 後述す る （D ）の 環境的要因 と も密接 に つ な

が る が、新環境運動 が起 こ る 前 に も伝統的 な 自然保護団体が 多 く存在 した 欧

米 と違い 、 こ の 様な価値観の 変化は、 日本にお い て は 自然保全系の 団体の 増

加 に もつ なが っ た と考え られ る （図 5）。 ま た、 （C）の 社会的要 因 の点か ら見

れ ば 、 当時の 日本 に お け る 環境保護運 動が、国 内の 核実験反対や （ベ トナ ム ）

反戦運動 さ らには安保等の 政治的イシ ュ
ー に つ い て の 動 き と 、 そ れ を支え る

人 々 や そ の 考 え方 の 面で は 重な りな が ら も、全体 と して 「運 動」 と して は欧

米 の 様 に 同時代的 ・直接的に は 「合流」 しな か っ た （石、 1998 他） こ とが 、

政治性の 強 い新環境主 義的な団体の 少な さの 理 由の
一

つ として 考え られ るか

も しれ な い 。む しろ 、 この 様な 他の 社会的流れ との 関連性か らみれ ば 、 時間
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を経て 70年安保等 を経験 した 人 々 が、そ の 後環境運 動 、中で も まち （町 ・街）

づ くり的な要素の 強 い 生活系 （特に リサイクル ・消費者運動）に 流れ た とい

う こ と も 、 こ の 分 野の NGO の 多 さ につ な が っ て い る とい え る 。 ま た （A）

の 政治 的及 び （B ）の 経済的要 因に関わ る点 と して 、 梶田 （1990）は 、 日本

の 社会運 動の 多 くは 国家主導の 開発等 を問題 に して 起 こ っ た が 、
「高度成長か

ら低成長 へ の 移行に よ り、大規 模 開発 は減少 し 、 国 家 自体 も 『大き な政府』か

ら 『小 さな 政府』 へ と移行」 した 結果 、
「住民運動の 焦点は開発 国家 との 対峙

か ら 『町づ く り』 『村お こ し』 と い っ た コ ミ ュ ニ テ ィ 形成 の レベ ル の 運 動 へ と

移行」 した 、 つ まり 「告発型の 運動」 か ら 「コ ミ ュ ニ テ ィ 形 成の 運動」 「自主

管理 型 運動」 へ と移行 し 「そ の 過程で 町づ く り、 消費者運 動 、 ボ ランテ ィ ア

活動が 活発にな っ て きた」 （梶 田、 1990、191、192）と述べ て い る 。 そ の 様

な側 面 に加 え 、 70年代 に お ける 革新 自治体の 増加 とい う政治的状況 も生活系

の 団体の 多さに 影響 して い る と思 わ れ る 。
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（環境 NGO 総覧 を もと に作成）

　 　 　 図 5　 日本の環境 NGO ：活動分野別設立 時期

　また 、 （A ）の 政治 的及び （D）の 環境的要因の 点 か らみ る と、70 年代後半

に 入 っ て 公害行政の
一

応 の 成功 に よ り、一般 の 関心 が公 害 問題 ・公 害対策 よ

りも環境の 質へ と向か い 始め た こ とが、汚染 ・エ ネル ギー 系よ りも生活系の

団体 の 発展 を もた ら した理 由の
一

つ と して あげ られる 。 1977年 に 出され た 日

本の 環境政策 に 関する OECD レポー トの 言葉 を借 りれ ば 、当時の 日本 は 「数

多 くの 公害防除の 戦闘 を勝ち 取 っ たが 、 環境 の 質 を高め る ため の 戦争で は ま

だ勝利 をお さめ て は い ない 」
ll の で あ り、後者 の た め の 取 組 が 行政 を含め た
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人 々 の 意識 の 中 に は 大 きな も の とな っ て い っ た とい え る （OECD 、 1977 、

108）。 そ れが 70年代後半か らの 政府の ア メニ テ ィ
ー

政策 の 推進に つ な が り、

さ らには そ れ に伴 う生 活 系 （特 に 生活 ・自然環 境系）及 び 自然保全系の 団体

の 増加 に つ な が っ た と考 え られ る （図 5）。 具体 的 に環境庁 内で は 自発的な

「ア メニ テ ィ 研究会」の 誕 生か ら、環境庁長官の 私的諮問機関 と して の 「ア メ

ニ テ ィ 懇話会」 の 発足 （1977）へ と、快適な 生活環 境の 実現 を行政 の 主要課

題の 一
つ と して 政策の 立案 に と りかか っ た （環境庁監修 ・快適な環境懇談会

事務 局編、1977）e 以降、「ア メニ テ ィ
ー タ ウ ン」 と して 景観をは じめ緑 や 水

辺 の 環境、歴史的環 境な どの 保存再 生 をめ ざす 「快適環境整備事業」 に 力を

い れ る地方 自治体 に 対 し補助金 を出すな どの 環境庁の 動 き に伴 い 、他 の 省庁

も快適な 生活環境 を実現す る よ うな 行政 に力点 を置 く よ うに な っ た （木原 、

1992）。 す なわ ち、 （ナ シ ョ ナ ル） トラス トや リサ イ クル 活動等 の 、快適な 生

活 環境 ・ア メニ テ ィ
ー の 実現 へ の 試み に は 「住 民 の 参加」 を伴 っ た 「まちづ

くり」が 欠かせ な い た め 、 そ れ を き っ か けに ロ
ー カル な 環境 NGO が 多 く設立

され た と思われ る 。 先程整理 した要 因を踏 まえて 言 えば 、 行政面で の 変化 、

人々 の 環境問題 に 対す る意識面で の 変化が 生活系の 環境 NGO の 増加 に つ な

が っ た と言 えよ う 。

　 ま た こ の 環 境 的 要因 に関 す る疑 問 と して 、 なぜ 日本 にお い て それ まで の 多

くの 反公害運動が 、同分野 （反公害）に お ける NGO の 設立 を指向 しな か っ た

の か、 とい う点が あげられ る
12

。 理 由として は、 1960 年代後 半か ら 70 年代

にか けて の 運動 が 、 そ の 特徴 によ り裁判 によ る被 害 補償 請 求運 動 ・被害者支

援運動 とな り、 い わ ゆる 「住民運 動」 と して展 開 した こ とが考え られ る 。 言

い 換え れば 、 欧米の 環境運 動は 比 較的裕福な 白人 層 を中心 と した 、
「文明 上 の

選 択」 と い う意味に お け る 「理 念的性格」 を強 く持 っ た運 動で あ っ た 。 そ れ

に対 し、 公害 に関す る運動 は 、 梶 田 （1990）が戦後 日本の 住民運動 に関 して

指摘す る よ うに 「具体 的な 問題 を 抱え た 生 活者た ち に よる 問題解決 をめ ざす

集合的行 為であ り、 生活 防衛闘争 とい う性 格」 が強か っ たため、欧米的市民

団体 と して の 広 が りを もつ NGO よ り も、 む しろ そ の 運 動 を重点的 に支援す る

組 織が 必要 と され た 。 つ ま り、 日本の 公 害は被害 も甚大で ある こ と もあ り、

「最 も被害 を受 けた人々 は さ まざ まな方法で 発生源 の 貴任 を追及 したの ち 、 最

も早 い 時期 に、裁判提訴 の道 を選択」 （飯島、 1993 、22） し、被害補償請求

運動 ・ 被害者支援運動 とな り、そ れ を支援 する組織が形成され た 。 そ の 活動

は裁判 の 終 了後 、 （他の 活 動に大 きな影響 を与 えつ つ も）広 く普遍 性 を持 つ よ

うな活 動理 念の 共有 を団体 と して 必要 とす る 、「NGO 」を 形 成 しな い 場合が 多

かっ た 。 さ らに上記 （C ）の 社会的要因に関す る 点 と して 、自民党長期政権下
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に お い て 経済発 展 を最 重要 課 題 と して 取 り組 む 中、「社会運 動は しば しば社会

主 義運動 と同
一

視 され た」こ と、日本の 「社会紛 争化を避ける 文化的風土 」「コ

ンセ ンサス 社 会」 が 、 社会運動 （こ こで は反 公害運 動）をか な り決意 の 伴 う

「非 日常的な
一

揆」 化 （梶田、 1990、 184、180） した とい う こ とが 、時間的

継続性・空間的波及性 をもつ NGO 活動へ とは 変化 しなか っ た理 由の 一
つ と し

て も考 え られ る 。ま た、当時は国民の 意識 にお い て も経済成長が 重点課題で

あ っ た こ と、さ らに経済発展の 段階が未だNGO を資金面で 支え る の に充分で

なか っ た と い うこ と も 、 経済面で の 理 由の
一

つ と して あ げられ る で あ ろ う 。

　む しろ 日本 の 公害経験 の 環境 NGO に対す る影響 と して は、人々 の 公害の 再

発 を防 こ う とい う意識 の 高 ま りを もた らし 、 その 後 、 参加 型 で 作 り上 げる 生

活 系 等 の 、他 分 野 で の 環 境NGO の 増加 に つ な が っ た と考 え る こ とが 出来 る の

で はな い だろ うか 。

　 4 − 3 日本の 環境 NGO の 活動傾向

　以 上 の よ うな 過程 を経て 、 日本 にお い て は 生活 系 の トピ ッ ク を扱 う環境

NGO が 多 く設立され た わ けだが 、 い くつ か の 研 究結果 に も見 られ る よ うに こ

の 分野の 環境NGO は 、 ロ ビイ ング等 の 積極 的な政治的手段 を用 い た活 動を指

向しな い 傾向 に あ る （Lowe ＆ Goyder　1984 、梶 田 1990 他）。 例えば木 原 は 、

か つ て の 運動は 「すで に 起 こ っ て しま っ た か、あ るい は 発生寸 前の 公 害や 自

然破壊 に 対 し、 そ の 対策 を求 め る もの が 多か っ た た め に 、 運 動は せ っ ば つ

ま っ て 激 しい 形 を と っ て い た 。 こ れ に 対 し快適環境の 創造 を 目指す近年の 運

動 は将来を に らん だ もの だ けに 、 運動 の 進め方 に も余裕が あ る 。 また 目的の

実現 の た め に は幅広 い 住 民の 参加 と自発性、さ らに 自治体の 協力が 不 可 欠 で

あるが ゆえ に運動は穏やか な 形態 を と る」 （木原、1992、73）と述べ て い る 。

図 2 を使 っ て 説明す れば 、自然保護団体 や 、 汚 染 ・ エ ネ ルギー 系の 団体は 、理

念推進型 にな る に した が い 政治性 を増 して い く傾向に あ る が 、生活 系の 団体

は実際の 活 動を通 して変化 を もた らすよ うな実践型が多 く、例外 こ そ あ れ 前

者 の よ う に ロ ビイ ン グ 、 訴訟、ボイ コ ッ ト等 を通 して 政治的影 響力 を行使 し

て い る 団体 は 、 欧米の 例 を とっ て もこ の カテ ゴ リ
ー に は 少ない 。

　 また 前述 の 「生活 系の 環境NGO は 自治体 等 との 協力が 重要 で あ る」 とす る

点 と関 連するか も しれ な い が、 生活 系の 団体 には 「第 三セ クタ ー
」 事業 の よ

うな形 で 官 ・民の 協働で 設立 され た、 前述 の NGO の 定義か ら見れ ば グ レ ー

ゾー ン に 入 る よ うな 団体が 非常に多 い
13

。 そ うい っ た 団体 は 、 今回行 っ た ア

ンケー ト調査等 にお い て も 、
「（当該）地域住民全て が 会員」 と回答す る よ う

に、活動趣 旨に共 鳴 した 「市 民」 の 「自発 的な参加」 に よ る 、 市民社会 をベ ー
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ス に した環境市 民団体 を中心 とす る 欧米 の NGO とは一線 を画 して い る。こ の

様な団体が多 い とい う点 も 日本の 環境NGO の 、活発な政治活動 を指向 しな い

とい う傾 向を説 明す る 一
つ で ある か とお もわ れ る 。

　実 際に 、 環境 NGO 総覧の 中で 、ある 特定地域 内の み で 活動す る と回答 した

ロ ー カル な活動 をす る NGoi4 の 中の 会員数上位 10 団体 に、今回の 聞き取 り

調査の
一

環 と して 電話で 問い 合せ た と こ ろ、 9 団体が、 会員 と して 「自発的

に 参加 し会費 を払 う人 々 」 で は な く、青年会議所や 町会の メン バ ー
、あ る い

は住民 全員な どを会員数 として 計算 して い た 。 こ の 傾向に は 、 梶田 （1990）

の 言 う 「ム ラ共同体」 や 「町内会」 な どの 日本的な特質に依拠す る とい う 日

本 の 社会運 動の
一

つ の 特徴 か らの 影響が み られ る 。 つ ま りこ の 様な 団体は

NGO の 中で も住民 組織的な、 そ の 地 域の コ ミ ュ ニ テ ィ
ー 団体 （Community

Based　Organization ：CBO ）か ら派 生 した環 境団体で あ り、そ の 様な場 合は 欧

米的な市民 団体 の よ うに 、 コ ミ ュ ニ テ ィ
ー 外 に も広 が りを も っ た 団体活動 に

はな り に くい と考 え られ る 。 また 、 図 6 に あ るよ うに 、 日本に お い て は欧米

と比 べ て 会員の 役割 と して 「団体活 動の 実践主 体 ・ 事務 的補助 （人手）」 が 重

視されて い る 。 こ れ は 、 ある 意味地域 密着 ・参加型 の あ らわ れ で もあ る が 、 同

時 に 団体活 動 の広 が りを制限 し、また 専 門的な ス タ ッ フ の 幅広 い 層 か らの リ

クル
ー トが難 しい な どの 、 積極的な政治的影響力を行使す る能力的な限界を

示 して い る と も言え る 。 また 、 終 身雇用制 と い う 日本の社会的特徴 もあっ て

か、 今回 の ア ン ケ ー ト調査 の 結果、 ス タ ッ フ の 93 ％ が 無給の 非専従ボ ラ ン

テ ィ ア として 団体活 動に関わ っ て い る こ とが わ か っ て い る 。 この 現状 も、常

勤で 専 門的 に活 動 す る こ とが求め られ る政策提言型 の 活動で は な く、実践指

　 　 　 日本 （N ＝ 72）

（ア ン ケ
ー

ト結果 をもとに作成）

　 英国 （N ＝ 43 ）

（Lowe ／＆ 〕yder（1983）

　 をもとに作成）

■ 載入縁

■ 風体活動の 寞践主体・事務 　禰駒

（人 手）

ロ 団 体活助に緒 ぴつ くようなロ 　カル

な憤綴源

田 （楠に 政府 癖他 の 団体に 働 か け

る節の ）影響力の 拠り所

■ 草 の 楓 レペ ル で団体 の帽 轍普 鼓 姦

してくれる存在

9 アイディア（政繁等 ）などの 援供 源

■ （投書等による）団体の キャンペ ny

ン活動 の 外郡からの サポート

図 6　環境 NGO が会 員か ら得 られ る も っ とも大 きな利 益
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向で ある とい う、 日本の 環境NGO の 傾向を説明で きる
一

つ とな ろ う。

　生活系 の 団体の 多 さや、ある特定地域 内の み で ロ
ー カル に活動す る 団体 が

日本の 環境 NGO 全体の 85．8％ を占め る と い う現 状 （注記 14 参照）は 、 「和

を尊ぶ 」 とす る 日本 の 政治文 化や 上 記の よ うな組織 的特徴 と共 に、 日本の 環

境 NGO がむ しろ 実践的で ． 明確な 政治的解決方法 を積極的に指向しな い と言

われ る
一

因 とな っ て い る と考 え られ る
15

。

5．最後に

　 日本の 環境NGO は 1970 年代初頭 か ら急激 に増 え た 。 欧米 で は伝統 的 自然

保護運動に 加 え、 同時期の 新環境運 動 ・エ コ ロ ジー 運動の 流れ （政治性 の 獲

得 と活動分野 の 広 が り）に大 き く影響を受 ける形 で 、 理 念推進 型 を中心 に今

日まで 環境NGO が 発展 して きて い る。
一

方 当時の 日本 に は欧米 と類似の 状 況

もあ っ た も の の 、日本 の環境NGO は 公害問題 に始ま る独 自の 環境保全運動の

流れ の 中 、 固有 の 政 治 ・経済 ・社会 ・環境的要 因 に規定 さ れ つ つ 発 展を とげ、

独特 の 特徴 を呈 す る こ と とな っ た。

　 日本 に お いて は 、 政治 的 に も大 き なイ ンパ ク トを与えた反公害運動及 びそ

れ を支え る 組織の 存在 に もか かわ らず、 現状をみ る と欧米の 新環境運 動的な

「汚染 ・
エ ネルギー 系」 の 団体及び 「政 治的」方法を指向する NGO が 少ない 16

。

公 害 を含 む 日本固有の 要素 ・経験は形 をか え て 、多くの 実践型 の 「生活 系」の

環境NGO を うみ だ した 。 この 様 な生活系の 団体の 多さ も影 響 して 、日本 の 環

境 NGO には 活 動 範 囲を
一

定 地域 内に 限定す る ロ
ー カル な 団体の 割合が 大 き

い 。 これ ら の 多くは 、 個 々 の 「市民」 が 自発的に、 ある考 え方 に共鳴 して 参

加 する とい うよ りも、町 内会等 の 伝統 的な 社会の 枠組 み を利用 して 設立 され

た よ うな、CBO に近い NGO で ある 。 こ うい っ た 日本の 環 境NGO の 活動 分野 ・

地理 的範囲 ・組織的な特徴は、「理念推進型」の 団体 を中心 とす る欧米の 状況

とは異な り 、 会員数等 に あ らわ れ る よ うな NGO の もつ 資源 の 小 さ さ 以 上 に 、

政 治的方法 を積極的 に は指向しな い 、 言 い 換 え れ ば ロ ビイ ン グ等 とはまた

違 っ た方法 で 、「実践」 を通 じた社会の 変化 ・改善 に対す る 貢献 を指向する 傾

向を もた らして い る とい え る 。

　市民 の 自発的な活 動を基盤とす る NGO は 、 そ の 発展過程 に お い て 、 当該国

にお ける様 々 な 要因 に 影響 を受 け 、 各 国 ご とに特色 が あ る 。 よ っ て そ の 違 い

を充分 に理 解せず に、欧米的な文脈で 全て の 国 の 環境NGO を同様に扱 う こ と

には 限界が あ る と考 え られ る 。 本稿は 日本 に お け る 、 市民の NGO を通 じた環

境保全活 動 の 傾向に つ い て 、1970 年以 降 の 環境 NGO の 発 展 過 程を検討 しな

が ら 、 そ の 一
面につ い て考察を行 っ た 。 今後は更なる全体像の 把握 （例え ば
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1990 年代 に お け る 変化等）及び、公害 の 分野にお い て、ま た は分野 横断的な

NGO 活動 へ と展開 したよ うな事例別の 考察や 、個々 の 団体 に焦点 を あて た 活

動の 質的な発展過程 に つ い て の ケー ス ス タディ
ー等 を進 め 、 よ り

一層 日本の

環境 NGO に 関 して 理 解 を深め て い くこ とが重要で あ ろ う 。

注 　記

（1）　 後述の よ うに 、 対象団体 ・方法が 多少異なる が 、 日本環境協会 （1996）

　　　の 調 査 に お い て も 、 個 人会費が 環境 NGO に と っ て 最 も主要な財源で あ

　 　 　る とな っ て い る。

（2）　 ただ NGO 総覧で は会員の 明確な定義が 無 く 、

一 般 に 欧米で 会員 と して

　　　みな さ れ る 「会費を払 っ て い る 人」 の 数は これ よ りか な り低い と思わ

　　　れ る 。 また こ の 数字及び本稿で 用 い る 他の 「環境 NGO 総覧に基づ く」

　　　とす る デー
タ は 、 同総覧 にお い て 「環境保全活 動が主 目的」 と回答 し

　　　た約 1500 団体 につ い て の もの で あ る。

（3）　 但 し 、
「環境 NGO 総覧」 等 の 既存の 他 の 資料 を引用す る際 には、そ の

　　　資料 の 定義に よ る もの とす る 。

（4）　 ア ン ケ
ー トは 16 の 質問に よ り構成さ れ 、 調査項 目は Lowe ＆ Goyder

　　　（1983） に よ る 英国 に お け る調査 を参考 と して い る 。 回 収さ れ た有効

　　　調査 表 数 は 79 で あ る。 こ の 調 査 の 詳 細 ・分 析 結果 につ い て は、

　　　http：〃www ．iges．or．jp！ee ！questionnaire．pdf を参照 の こ と 。

（5）　 基本的 に本稿で は 「自然保護運 動」とい っ た際に は 「保全 （Conservation）」

　　　運動 と 「保存 （Preservation）」 運動の 両方を含む とす る 。

（6）　 Lowe ＆ Goyder は 、 さ らに 「Recreation」 とい うカ テ ゴ リ
ー

を設 けて お

　　　り、 レ ク リエ ー シ ョ ン 増進の た め に環境を保護 する 団体 を こ こ に含 め

　　　て い る 。 しか し、 前述の 定義か ら見て、 こ の カテ ゴ リー は今回の 分析

　　　に は 適 さな い た め 、 省略 した 。

（7）　 Lowe ＆ Goyder （1983）は、ア メニ テ ィ は環境NGO に と っ て の ひ とつ

　　　の 重要 な コ ン セ プ トで あ る と し、そ れ は 「a　range 　ofmatters 　including

　　　peace　and 　quiet，　freedom 　from　pollution，　visual 　appeal
，
　recreational 　value ，

　　　and 　historical　or 　architectural 　merit 」 で あ る と して い る 。 また 、 宮本

　　　（1989）は ア メニ テ ィ を 、
「住み心地 の よ さ」 や 「快適 な居住環境」 を

　　　構成す る複合的な要因 を総称す る もの で ある と して い る 。

（8）　 こ の 新環境運動 （エ コ ロ ジ ー運動）は 社会運動論 的な 観点か ら見れば、

　　　従来 の 労働運 動な どの 社会運 動 とは、「既存 の 政治 の 枠組み に収 ま らな

　　　い 」等の 点に お い て 異 なる 「新 し い 社会運動 （New 　Social　Movements ）」
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　　　（A．トゥ レー ヌ 他） と して 捉え られ る 。 しか しこ の 「新環境運動」 は、

　　　伝統的な環境運動 とは扱 う トピ ッ クやそ れ に対す る アプ ロ
ー

チの 仕方

　　　とい っ た点 に お ける違い か らも、 「新 しい 」 環境運動 として 捉 え られ 、

　　　本稿と して は 主 に後者 に 重き を置 い て い る 。

（9）　 マ コ ー ミ ッ ク （1995 、 56）な どは 、 同時期の 日本 も新環境運動 の影響

　　　を うけ て い る との 認識 をして い る 。

（10） 分類は 、 環境NGO 総覧の 調査 の 際に 各団体 が 自ら回答 した活動分野 に

　　　基づ き 、 必要な 情報を補 っ た上 で 行っ た 。 分類の 基準と して は、 あ る

　　　特定種 を対 象 に した 活動で も、そ の 「種」 をシ ンボル と して （例えば

　　　ホ タル ） 生活環境 の 保全 をする の が第
一

義的な もの は 「生活 ・自然環

　　　境系」 と し、 希少種の 保護の よ うな 自然環境 を第一 義的 に守 る活動は

　　　「自然保全系」 と し た 。 川 （水 質） の 美化 ・浄化活動 に つ い て は 、 ゴ ミ

　　　対策及びそれ に伴 う川の 浄化活動 は 「生活 ・自然環境系」 に い れ、 生

　　　活 排水 の 改善 を 目的 とする 団体 は 「生活 ・人間 環境 系」 に 、 明 らか に

　　　汚染 に よ る被害が あ っ た場合 の 対策 を主 目的 とす る 団体 で あれば 「汚

　　　染 ・ エ ネルギー 系」 に入れ て い る 。 そ の 川 の 豊か な 生態系の 保全が第

　　　
一

目的で あれ ば 「自然保全系」 に分 類 した 。 環 境教 育 や研究活動 につ

　　　い て はその 目的別 に 、 明 らかに 自然保護教育 ・研究 （含む 自然観察）で

　　　あ れば 「自然保全系」、 公害に 関 して で あれ ば 「汚染 ・エ ネル ギー
系」、

　　　リサ イ クル につ い て で あれ ば 「生活 ・人 間環境系」 と した 。 （当然幅広

　　　い 目的を持つ 場合 も多 く 、

一
つ の 区分に あて は ま らな い もの もある 。 ）

　　 植林 に つ い て は 生活 環 境内の 植樹な ら 「生活 ・人 間環境系」、砂漠や 山

　　 岳地の 緑化な ら 「自然保全系」 と し、 里 山に 関す る取 り組み は 人 間に

　　 与 え る快適性 を重視 し、 「生 活 ・自然環境系」 に いれ て い る 。

（11） 環境の 質 に つ い て 同 レポー
トは 「環境の 質、 あ る い は ア メニ テ ィ と よ

　　 ばれ る もの は 、 静け さ、 美し さ 、 プ ラ イ バ シー 、社会的関係そ の 他 『生

　　 活の 質sの 測定す る 事の で き な い諸要素 に 関係 して い る」 と して い る 。

　　　（OECD 、　1977 、　114 ）

（12） 当然な が ら例外 も存在 し、 特に最近で は （財）公害地域再生セ ンター

　　　（あおそ ら財団 ：1996 年設立）や ア ジア 砒 素ネ ッ トワ ー
ク （1994 年設

　　 立）等 の 、 特定の 運 動を支援する 団体か ら、 よ り広 が りを持 ち 、 同様

　　 の 問題 を他地域 で も取 り組む 団体 ・NGO が 出て き た。こ の 様な 事例 の

　　 ケー ス ス タディ
ー につ い て は別稿で 考察 を進め て い きた い 。

（13） 役場等 に事務局 を置い て い る 団体が 多い こ とか らも こ れ は想像で き る 。

　　 あ る 調査で は 、
「公共施設 内 または 行政部課 内に事務局 をお い て い る」
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　　 とい う団体が 日本の 環境 NGO の 203 ％ を 占めて い る （日本環境協会 、

　　 1996 ）。 （当然な が ら、明 らか に政府
・自治体側か ら働 きか け、資金 等

　　 の 全 面的な支援を うけて 設立 され た団体 とわか る場合 は 、 民間の 参加

　　 に関 わ らず、 前述の 定義 に よ り本稿で は 調査対象 と して い な い 。）

（14） 「環境NGO 総覧」に おい て 、 活動地域 と して 「同一市 町村の 区域内」「複

　　 数の 市町村 の 区域内」 「同
一 都道府県の 区域 内」 「複数の 都道府県の 区

　　 域 内」 と回答 した団体 を指 して い る 。 以下 、
「ロ ー カル 」 も しくは 「特

　　 定地域の み」 で 活動す る 団体 とい っ た 場合 の デー タ につ い て も同じで

　 　 あ る 。

（15） 日本 の 環境 NGO が 実践的な活動形態 を 中心 に して い る とい うこ とは 、

　　 今回 の ア ン ケー ト結果や 、環境事業団 （1998）他の 調査 結果 に もあ ら

　　 われ て い る 。 また今 回の ア ン ケー ト調査 の 結果、 英国の 例 と比 べ て 日

　　 本の 環境NGO は 、多 くの 会員の 意見 を聞い た上 で ス タ ッ フ が合議的に

　　 意思 決 定 をお こ な う タイ プの 団体 が多 く、 団体ス タ ッ フ に 「委任」 を

　　 求め る タイ プが相対的 に少な くな っ て い る 。 こ うい っ た点 も 、 穏健な

　　 手法 を指 向す る とい う 日本の 環境NGO の 傾向を もた ら して い る もの と

　　 思われ る 。

（16） よ っ て 、環境的要因な どの 環境NGO の 発展 に影響 を与え る様 々 な要因

　　 は 、 個別 に そ れ だけで は、直接的な 「十分条件」 とはな らな い とい え る 。
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fi it ec･ pa zz de

An  Examination of  the Growth of  Environmental

       NGOs  in Japan with  Reference to the

             Cases in Western Countries

                            Abstract

  There are  some  differences between Environmental NGOs  (ENGOs) in Western

countries  and  those in Japan, which  should  be considered  especially  when  the

latter 
"Japanese

 ENGOs"  are  placed on  the agenda.  In Westem  countries,  ENGOs  are

considered  to have grown in the context of  
"New

 Environmental Movement" since

the  1970s. Topics that ENGOs  deal with  have diversified to include pollution

problems and  so  on.  The  strategies  ofENGOs  have become  much  more  politicized. In

the same  period, more  than  90 %  of  existing  Japanese ENGOs  were  established.

However, Japanese ENGOs  have grown in a different context,  influenced by the unique

domestic situation.  As a  result, they make  much  of  local and  practical conservation

activities  rather  than political actions.  There are  fewer groups engaging  in pollution

problems than AmenityIConservation groups, although  
"Kowgai"

 experiences  have

had a  strong  impact on  environrnental  effbrts  in Japan.

keywords :

Environmental  NGOs,  Citizen s Participation, Environmental (Conservation)
Activities
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